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ホテルメトロポリタン エドモント
本館２階「悠久」
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第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を

除く。）9名選任の件
第３号議案 取締役に対する業績連動型株式報酬

等の額及び内容決定の件

※新型コロナウイルスをはじめとする感染症拡大防止の
ため、ご出席の株主の皆様には株主総会会場にてマス
ク着用、アルコール消毒等をお願いいたします。なお
、今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生
ずる場合は、下記ウェブサイトにおいてお知らせいた
します。
http://www.cflogi.co.jp/
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（証券コード9099）
2020年６月５日

株 主 各 位
　

東 京 都 新 宿 区 若 松 町 ３ ３ 番 ８ 号
株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス
代表取締役社長 林 原 国 雄

第５回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申しあげます。
さて、当社第５回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本年は、新型コロナウイルスの感染が拡大している状況に鑑み、株主様にはご自身の健康状態
にご留意のうえ、株主総会への来場の要否をご判断いただきますよう、お願い申しあげます。
なお、ご当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株

主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年６月
24日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2020年６月25日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都千代田区飯田橋三丁目10番８号

ホテルメトロポリタン エドモント 本館２階「悠久」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第５期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、連結計算書類ならびに

会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第５期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件
第３号議案 取締役に対する業績連動型株式報酬等の額及び内容決定の件

インターネットによる開示事項について
本総会の招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、以下の事項につきましては、法令及び定款第15条に基づき、インターネット上

の当社のウェブサイト（http://www.cflogi.co.jp/)に掲載しております(「連結株主資本等変動計算書」、「連結計算書類の連結注記
表」、「株主資本等変動計算書」及び「計算書類の個別注記表」として表示すべき事項)。なお、本定時株主総会招集ご通知添付書類は、
監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査した対象の一部であります。

以 上〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。
株主総会参考書類及び事業報告、連結計算書類ならびに計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.cflogi.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただきます。
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
　
第１号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様への配当の充実を図りながら、将来の事業展開と経営体制強化のために
必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくことを基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、当期の事業会社の業績及び今後の事業展開等を勘案し、以下
のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類
　 金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　 当社普通株式１株につき金11円といたしたいと存じます。
　 なお、この場合の配当総額は280,028,925円となります。

これにより、中間配当金11円を含めました当期の年間配当金は、１株につき金22円と
なります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
　 2020年６月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本

議案において同様です。）９名全員が任期満了となります。つきましては、取締役９名の選任
をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。
なお、本議案に関しまして、監査等委員会は、特段の意見はない旨を確認しております。
候補者番号 氏 名

１ 再 任 林
は や し

原
ば ら

国 雄
く に お

２ 再 任 綾
あ や

宏 將
ひ ろ ま さ

３ 再 任 松
ま つ

田
だ

靫 夫
ゆ き お

４ 再 任 武
む

藤
と う

彰 宏
あ き ひ ろ

５ 再 任 道
み ち

田
た

和 宏
か ず ひ ろ

６ 再 任 酒
さ か

光
み つ

修 史
た だ し

７ 再 任 坂
さ か

内
う ち

茂 昭
し げ あ き

８ 再 任 小
お

澤 渉
ざ わ わ た る 社外取締役候補者

独 立 役 員

９ 再 任 水
み ず

谷
た に

彰 宏
あ き ひ ろ 社外取締役候補者

独 立 役 員
※各取締役候補者の個別の選任理由については各候補者の略歴をご参照ください。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１

再 任 1972年２月 名糖運輸株式会社入社
2003年６月 同社取締役東日本第一事業部長
2004年７月 同社取締役

株式会社ジャステム代表取締役社長
株式会社エス・トラスト代表取締役社長

2008年４月 名糖運輸株式会社取締役営業本部長
兼西日本営業部長

2009年６月 同社常務取締役営業本部長兼西日本営業部長
2014年６月 同社代表取締役社長（現任）
2015年10月 当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）
名糖運輸株式会社 代表取締役社長

26,630株
林
はやし

原
ばら

国
くに

雄
お

（1953年１月９日）

［候補者とした理由］
当社グループの主力事業会社である名糖運輸株式会社におきまして、営業本部長など営業部門の責任
者としての経験を経て、代表取締役社長を務め、経営の要として企業価値向上に貢献してまいりまし
た。2015年の当社設立より代表取締役社長を務め、強いリーダーシップを発揮しグループ全体の経営
に携わっております。これらの経験と実績から、今後も当社グループの更なる発展と企業価値の向上
を牽引することが期待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。

２

再 任 1980年４月 農林中央金庫入庫
2006年７月 同庫営業第五部長
2008年４月 株式会社ヒューテックノオリン入社 顧問
2008年６月 同社常務取締役管理本部長
2012年６月 同社専務取締役管理本部長兼財務経理部長
2014年６月 同社代表取締役社長（現任）
2015年10月 当社取締役副社長 営業担当
2019年６月 当社代表取締役副社長 営業担当（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ヒューテックノオリン 代表取締役社長

13,112株
綾
あや

宏
ひろ
將
まさ

（1956年５月13日）

［候補者とした理由］
当社グループの主力事業会社である株式会社ヒューテックノオリンにおきまして、管理部門の責任者
としての経験を経て、代表取締役社長を務め、企業価値向上に貢献してまいりました。2015年の当社
設立より取締役副社長を務め、2019年６月からは代表取締役副社長として営業部門の管掌とグループ
全体の経営に携わっております。これらの経験と実績から、今後も当社グループの更なる発展と企業
価値の向上を牽引することが期待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。

2020年05月25日 18時12分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 5 ―

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

３

再 任 1966年12月 株式会社ヒューテックノオリン入社
1983年９月 同社取締役営業副本部長兼食品流通事業部長
1987年６月 株式会社ヘルティー代表取締役社長
1990年１月 株式会社ヒューテックノオリン専務取締役営業

本部長兼食品流通事業部長
2002年６月 同社代表取締役社長
2014年６月 同社代表取締役会長
2015年10月 当社代表取締役会長
2016年５月 株式会社ヘルティー代表取締役会長
2017年５月 同社取締役会長（現任）
2018年６月 当社取締役会長
2019年６月 当社取締役相談役（現任）

233,340株松
まつ
田
だ

靫
ゆき
夫
お

（1944年７月15日）

［候補者とした理由］
当社グループの主力事業会社である株式会社ヒューテックノオリンにおきまして、営業部門での責任
者を経て、代表取締役社長ならびに会長を歴任し、現在のビジネスモデルを構築してまいりました。
当社設立時には代表取締役会長として、2018年６月からは取締役会長、2019年６月からは取締役相
談役としてグループ全体の経営を管掌しております。これらの経験と実績から、今後も当社グループ
の更なる発展を牽引することが期待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。

４

再 任 1977年３月 株式会社レナウン入社
1999年２月 同社経理部長
2006年３月 同社取締役執行役員経営企画室長
2010年９月 名糖運輸株式会社入社 経理部長
2011年６月 同社取締役経理部長兼経営企画部長
2014年６月 同社常勤監査役
2015年６月 同社取締役経営企画部長兼海外事業部長
2015年10月 当社常務取締役 経営企画・管理担当

経営企画部長
2017年４月 当社専務取締役 経営企画・管理担当

経営企画部長（現任）

2,400株武
む
藤
とう

彰
あき
宏
ひろ

（1954年11月２日）

［候補者とした理由］
当社グループの主力事業会社である名糖運輸株式会社におきまして、経理部、経営企画部、海外事業
部の責任者を歴任し、2015年の当社設立時には常務取締役、2017年４月からは専務取締役として、
グループの経営企画・管理部門を管掌し、幅広い知識をもとに企業価値向上に努めてまいりました。
これらの経験と実績から、今後も当社グループの更なる企業価値向上を牽引することが期待されるた
め、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

５

再 任 1978年４月 ジャスコ株式会社入社
1994年４月 名糖運輸株式会社入社
1997年４月 同社情報システム部長
2001年６月 同社取締役経営企画部長兼情報システム部長
2003年12月 同社取締役

株式会社名商代表取締役社長
2006年10月 名糖運輸株式会社仮監査役
2007年６月 同社常勤監査役
2014年６月 同社常務取締役管理本部長
2015年10月 当社常務取締役 内部統制担当
2017年４月 当社常務取締役 内部統制担当

品質管理部長
2020年４月 当社常務取締役 内部統制担当（現任）

23,800株
道
みち
田
た

和
かず
宏
ひろ

（1955年１月30日）

［候補者とした理由］
当社グループの主力事業会社である名糖運輸株式会社におきまして、経営企画部、情報システム部の
責任者を歴任した後、監査役を経て管理本部長を務めるなど、幅広い分野で経営に携わり、2015年の
当社設立より常務取締役として、グループの内部統制部門を管掌し、篤実な姿勢で企業価値向上に努
めてまいりました。これらの経験と実績から、今後も当社グループの更なる企業価値向上を牽引する
ことが期待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。

６

再 任 1989年１月 株式会社ヒューテックノオリン入社
1998年６月 同社執行役員ストアサポート部長
2002年６月 同社取締役関東中央支店長
2007年６月 同社取締役関東支店長兼関東第二支店長

海外担当部管掌
2011年４月 同社取締役営業第一部長
2012年６月 同社常務取締役施設本部長

兼情報システム部長
2012年12月 株式会社ヒューテックサービス代表取締役

社長
2015年10月 当社常務取締役 施設担当（現任）
2016年７月 当社施設企画部長（現任）

9,196株酒
さか
光
みつ

修
ただ
史
し

（1963年８月16日）

［候補者とした理由］
当社グループの主力事業会社である株式会社ヒューテックノオリンにおきまして、基幹支店の支店長、
営業部門の部長職及び施設部門の責任者を歴任してまいりました。2015年の当社設立より常務取締役
として、グループの施設部門を管掌し、確かな実行力で企業価値向上に努めてまいりました。これら
の経験と実績から、今後も当社グループの更なる企業価値向上を牽引することが期待されるため、引
き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

７

再 任 1983年４月 株式会社ヒューテックノオリン入社
2008年６月 同社執行役員戸田支店長
2012年６月 同社取締役管理副本部長兼人事部長
2015年10月 当社人事部長

株式会社ヒューテックノオリン取締役管理本部
長兼人事部長

2018年４月 当社管理本部長
株式会社ヒューテックノオリン取締役

2019年６月 当社取締役管理本部長（現任）

3,060株坂
さか
内
うち

茂
しげ
昭
あき

（1965年１月28日）

［候補者とした理由］
当社グループの主力事業会社である株式会社ヒューテックノオリンにおきまして、基幹支店の支店長
を経験した後、管理部門の責任者を歴任してまいりました。2018年４月より当社管理本部長として、
グループ全体の総務、人事、労務、経理、財務部門を統括し、企業価値向上に努めてまいりました。
これらの経験と実績から、当社グループの更なる企業価値向上を牽引することが期待されるため、引
き続き取締役候補者といたしました。

８

再 任

社 外

1962年４月 共栄火災海上保険相互会社入社
1999年６月 同社代表取締役社長
2002年６月 北海道放送株式会社取締役
2005年６月 共栄火災海上保険株式会社取締役会長
2007年６月 同社相談役
2007年６月 株式会社ヒューテックノオリン社外監査役
2015年６月 同社社外取締役
2015年10月 当社社外取締役（現任）

4,388株
小
お
澤
ざわ

渉
わたる

（1940年２月14日）

［候補者とした理由］
損害保険会社での経営者としての豊富な経験と高い見識を備えており、また、当社グループの主力事
業会社である株式会社ヒューテックノオリンの社外監査役及び社外取締役の経験から、当社の経営全
般の監視と有効な助言を行っております。今後も社外取締役として意思決定機能及び監督機能の強化
に寄与していただけるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。なお、同氏の社外
取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、４年９ヵ月となります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

９

再 任

社 外

1965年４月 名糖産業株式会社入社
1999年６月 同社取締役食品開発部長
2001年６月 同社取締役総務部長
2002年10月 同社常務取締役総務部長
2003年４月 同社代表取締役常務総務部長
2003年６月 同社代表取締役社長
2014年６月 同社取締役会長

名糖運輸株式会社社外取締役
2015年６月 名糖産業株式会社相談役
2015年10月 当社社外取締役（現任）

－水
みず
谷
たに
彰
あき
宏
ひろ

（1942年12月27日）

［候補者とした理由］
長年にわたる上場食品メーカーの経営者としての豊富な経験と高い見識をもとに、社外取締役の立場
から物流改善策に対してアドバイスするなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の助言・提言を行っております。今後も社外取締役として意思決定機能及び監督機能の強化に寄与し
ていただけるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。なお、同氏の社外取締役と
しての在任期間は、本総会終結の時をもって、４年９ヵ月となります。

（注）1．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2．小澤渉氏、水谷彰宏氏は、社外取締役候補者であります。
なお、当社は、両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。

3．当社は小澤渉氏、水谷彰宏氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項
の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が
定める最低責任限度額としております。また、両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で上
記責任限定契約を継続する予定であります。
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第３号議案 取締役に対する業績連動型株式報酬等の額及び内容決定の件
１. 提案の理由及び当該報酬を相当とする理由
当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）の報酬は、「基本報

酬」及び「業績連動報酬」で構成されていますが、本議案は、当社取締役（下記のとおり監
査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）を対象に、新たに業績連動型株式報酬
制度（以下、「本制度」といいます。）を導入することについてご承認をお願いするものであ
ります。なお、その詳細につきましては、下記２．の枠内で取締役会にご一任いただきたく
存じます。

　 本制度は、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が
株価の変動による利益・リスクを株主の皆さまと共有することで、中長期的な業績の向上と
企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としており、当該報酬制度は相当である
と考えております。

　 本議案は、2019年６月26日開催の第４回定時株主総会においてご承認いただきました取
締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の限度額（年額400百万円以内（内、社外
取締役分は年額30百万円以内））とは別枠で、新たな業績連動型株式報酬を、2021年３月
末日で終了する事業年度から2022年３月末日で終了する事業年度までの２事業年度（以下、
「対象期間」といいます。）の間に在任する取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役
を除きます。以下も同様です。）に対して支給するものであります。

　 なお、第２号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件」が原案ど
おり承認可決されますと、本制度の対象となる取締役は７名となります。

　 ※本議案が原案どおり承認可決された場合、当社主要子会社取締役に対しても、本制度と同様の業
績連動型株式報酬制度を導入する予定であります。

　 本議案に関しまして、監査等委員会は、監査等委員である社外取締役を含む報酬委員会で
の審議を経て取締役会で決定されており、決定プロセスは適切であると判断しております。
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２．本制度における報酬等の額及び内容等
(１)本制度の概要

　 本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいま
す。）が当社株式を取得し、当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社
株式が本信託を通じて各取締役に対して交付される、という株式報酬制度です。

　 なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

① 本制度の対象 当社取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除
く。）

② 対象期間 2021年３月期末で終了する事業年度から
2022年３月期末で終了する事業年度まで

③

②の対象期間２事業年度におい
て、①の対象者に交付するため
に必要な当社株式の取得資金と
して当社が拠出する金銭の上限

合計 金100百万円

④ 当社株式の取得方法 自己株式の処分による方法または取引所市場（立会外取引
を含む。）から取得する方法

⑤ ①の対象者に付与されるポイン
ト総数の上限 １事業年度あたり70,000ポイント

⑥ ポイント付与基準 役位及び業績目標の達成度等に応じたポイントを付与

⑦ ①の対象者に対する当社株式の
交付期間 原則として退任時
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(２)当社が拠出する金銭の上限
　 本信託の当初の信託期間は約２年間とし、当社は、対象期間中に、本制度に基づき取締

役に交付するために必要な当社株式の取得金額として、合計金100百万円を上限とする金
銭を対象期間中に在任する取締役に対する報酬として拠出し、一定の要件を満たす取締役
を受益者として本信託を設定します。本信託は、当社が信託した金銭を原資として、当社
株式を当社の自己株式の処分による方法または取引所市場（立会外取引を含みます。）か
ら取得する方法により、取得します。

　 注：当社が実際に本信託に信託する金銭は、上記の当社株式の取得資金のほか、信託報酬、信託
管理人報酬等の必要費用の見込み額を合わせた金額となります。また、当社主要子会社の取
締役に対しても本制度と同様の業績連動型株式報酬制度を導入した場合には、当該制度に基
づき当社主要子会社の取締役に交付するために必要な当社株式の取得資金についてもあわせ
て信託します。

　 なお、当社の取締役会の決定により、対象期間を３事業年度以内の期間を都度定めて延
長するとともに、これに伴い本信託の信託期間を延長し（当社が設定する本信託と同一の
目的の信託に本信託の信託財産を移転することにより、実質的に信託期間を延長すること
を含みます。以下も同様です。）、本制度を継続することがあります。この場合、当社は当
該延長分の対象期間中に、本制度により取締役に交付するために必要な当社株式の追加取
得資金として、当該延長分の対象期間の事業年度数に金50百万円を乗じた金額を上限と
する金銭を本信託に追加拠出し、下記（３）のポイント付与及び当社株式の交付を継続し
ます。

　 また、上記のように対象期間を延長せず本制度を継続しない場合であっても、信託期間
の満了時において、既にポイントを付与されているものの未だ退任していない取締役があ
る場合には、当該取締役が退任し当社株式の交付が完了するまで、本信託の信託期間を延
長することがあります。
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(３)取締役に交付される当社株式の算定方法及び上限
　 ① 取締役に対するポイントの付与方法等

当社は、当社取締役会で定める株式交付規程に基づき、各取締役に対し、信託期間
中の株式交付規程に定めるポイント付与日において、役位及び業績目標の達成度等に
応じたポイントを付与します。

　 ただし、当社が取締役に対して付与するポイントの総数は、１事業年度あたり
70,000ポイントを上限とします。

　 ② 付与されたポイントの数に応じた当社株式の交付
　 取締役は、上記①で付与されたポイントの数に応じて、下記③の手続に従い、当社

株式の交付を受けます。
　 なお、１ポイントは当社株式１株とします。ただし、当社株式について、株式分

割・株式併合等、交付すべき当社株式数の調整を行うことが合理的であると認められ
る事象が生じた場合には、かかる分割比率・併合比率等に応じて、合理的な調整を行
います。

③ 取締役に対する当社株式の交付
各取締役に対する上記②の当社株式の交付は、各取締役が原則としてその退任時に
所定の受益者確定手続を行うことにより、本信託から行われます。
ただし、このうち一定の割合の当社株式については、源泉所得税等の納税資金を当

社が源泉徴収する目的で本信託において売却換金したうえで、当社株式に代わり金銭
で交付することがあります。また、本信託内の当社株式について公開買付けに応募し
て決済された場合等、本信託内の当社株式が換金された場合には、当社株式に代わり
金銭で交付することがあります。

(４)議決権行使
　 本信託内の当社株式に係る議決権は、当社及び当社役員から独立した信託管理人の指図

に基づき、一律に行使しないことといたします。かかる方法によることで、本信託内の当
社株式に係る議決権の行使について、当社経営への中立性を確保することを企図しており
ます。

(５)配当の取扱い
　 本信託内の当社株式に係る配当は、本信託が受領し、当社株式の取得代金や本信託に係

る受託者の信託報酬等に充てられます。

以 上
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（添付書類）
　

事 業 報 告
（ 2019年４月１日から

2020年３月31日まで）
　
Ⅰ．企業集団の現況
１．事業の経過及びその成果
当連結会計年度における日本経済は、雇用・所得環境の改善により緩やかな回復傾向にあ
ったものの、世界経済の減速の影響や、消費税増税による消費者マインドの冷え込みによ
り、景気指数は低迷する状況で推移してまいりました。更に年明け以降は、新型コロナウイ
ルス感染症の世界的な感染拡大により、景気の先行きは極めて不透明な状況となってまいり
ました。
当社グループが主軸をおく低温食品物流業界におきましては、ライフスタイルの変化を背
景として、冷凍・冷蔵食品の需要は引き続き堅調に推移しております。しかしながら、慢性
的な人手不足に加え物流施設の不足感が一段と増す中、「食の安心と安全」を担保する高品
質な物流サービスを維持するためのコストは引き続き増加しており、当社を取り巻く環境は
より一層厳しくなってきております。
このような環境の中、当社グループは2019年度からの３年間を対象とする第二次中期経
営計画を策定し、「新たなインフラ整備と営業開発の推進」を基本方針として、当社グルー
プにおけるＴＣ事業、ＤＣ事業それぞれに新たなインフラ整備を進めてまいります。現在建
設中の５つの新センターにつきましては、来期以降に順次竣工を予定しており、それらの稼
働による固定費の負担増加を想定しております。その対策といたしまして、自社車両による
配送比率の引き上げをはじめとしたコスト構造の見直しや適正な料金収受の推進、従業員の
定着率向上に向けた働きやすい職場環境づくりなどに取り組み、相応の進捗を実現してまい
りました。ただし、本年２月以降は、新型コロナウイルス感染防止への対策として、政府か
ら外出自粛の要請が出されたことにより、外食を中心とした業務用食品の荷動きが鈍化し、
一方、家庭用の食品需要が急増するなど、外食から中食・内食へのシフトが劇的に進みまし
た。社会的なインフラでもある食品のサプライチェーンの一翼を担う当社グループは、この
ような需給の急激な変化に対し、グループ力を結集し対処してまいりました。
以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、営業収益は1,106億7千6百万円(前年
同期比2.8％増)、営業利益は48億5千6百万円(前年同期比18.8％増)、経常利益は50億2千9
百万円(前年同期比16.9％増)となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益につき
ましては、34億3千2百万円(前年同期比23.3％増)となりました。
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２．設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は69億6百万円

（リース資産含む）で、その主なものは次のとおりであります。
　
当連結会計年度中に設備投資した主要設備
　
株式会社ヒューテックノオリン
箕面森町土地 造成工事、中部支店 土地取得等

　
名糖運輸株式会社
西東京物流センター 土地取得、南越谷営業所 改修工事等

他の主な設備投資は、車両の購入等であります。
　

３．資金調達の状況
上記設備の取得等に要した資金につきましては、自己資金及び借入金により調達いたしま
した。
　

４．対処すべき課題
当社グループの主力事業である低温食品物流業界におきましては、冷凍・冷蔵食品に対す
る輸配送需要は引き続き堅調に推移しておりますが、物流施設建築費用の上昇やＩＴ関連費
用の増加など、高品質な物流サービスを提供するためのコストは依然として増加傾向が続い
ております。また、少子高齢化による労働人口の減少もあり、人材の確保は重要な経営課題
となっております。
このような経営環境の中、当社グループは2019年４月より第二次中期経営計画（2019年
度～2021年度）をスタートしております。当社グループが目指す『グローバルに変化する
食品物流を担う低温を核とする総合物流情報企業の実現』に向けて、基本方針を定め、基本
戦略に沿った具体的な取り組みを推進してまいります。

【第二次中期経営計画】（2019年度～2021年度）
＜基本方針＞
『新たなインフラ整備と営業開発の推進』

　 当社グループにおけるＴＣ事業、ＤＣ事業それぞれに新たなインフラ整備を進め、
それらのインフラを100％活用した営業開発を推進し、各々の得意分野を一体化した
顧客サービスや物流品質の更なる向上を目指してまいります。
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＜基本戦略（重要施策）＞
（１）インフラ整備による既存業務の効率化及び新規業務の獲得
　 ①グループの経営資源をフル活用し、基幹事業拠点の拡大と再編を推進
　 ②幹線輸送の自社化推進による収益基盤の強化
　 ③北海道・東北・北陸・中国・南九州エリアの配送体制の安定化

（２）顧客のニーズを先取りした提案型営業による収益拡大
　 ①グループ総合力を結集し、重要顧客との関係をより強固なものとする
　 ②コスト構造の変化に対応した料金体系の見直し提案

（３）新技術導入による業務効率化及び安定化
　 ①ＩＴ技術の導入による倉庫内業務・輸配送業務の効率化及び安定化
　 ②その他業務効率化・安定化に資する新たな機能・仕組みの導入

（４）人材確保と活用
　 ①福利厚生の充実と処遇改善による定着率の向上
　 ②採用競争力の強化による事業規模拡大に対応する人材確保
　 ③多様な人材が永く活躍できる労働環境づくり
　 ④働き方改革・ライフスタイルを考慮した労働環境への柔軟な対応

（５）新たな成長ステージの確立
　 ①ベトナム国におけるコールドチェーン確立に向けた既存・新規事業の拡張
　 ②ベトナム国以外の東南アジア諸国への事業展開
　 ③新たな事業ドメインの創出
　 ④Ｍ＆Ａ（国内・海外）の活用
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５．財産及び損益の状況
(１)企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第２期
（2017年３月期）

第３期
（2018年３月期）

第４期
（2019年３月期）

第５期
（当連結会計年度）
（2020年３月期）

営 業 収 益 （百万円） 103,806 104,167 107,612 110,676
経 常 利 益 （百万円） 3,940 3,981 4,301 5,029
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 2,680 2,604 2,782 3,432
１株当たり当期純利益 （円） 104.33 102.13 109.14 134.84
総 資 産 （百万円） 76,453 78,491 79,653 82,119
純 資 産 （百万円） 33,992 35,996 38,067 40,497
１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 1,294.78 1,381.27 1,466.97 1,564.71
（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、

自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
　
(２)当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第２期
（2017年３月期）

第３期
（2018年３月期）

第４期
（2019年３月期）

第５期
（当事業年度）
（2020年３月期）

営 業 収 益 （百万円） 3,011 3,328 4,036 3,759
経 常 利 益 （百万円） 1,606 1,841 2,207 1,765
当 期 純 利 益 （百万円） 1,483 1,698 2,095 1,780
１株当たり当期純利益 （円） 57.74 66.60 82.20 69.95
総 資 産 （百万円） 27,460 28,368 33,396 41,795
純 資 産 （百万円） 27,066 27,934 29,503 30,724
１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 1,053.65 1,096.81 1,158.95 1,206.90
（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、

自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
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６．重要な親会社及び子会社の状況
(１)親会社の状況
該当事項はありません。

　
(２)重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 な 事 業 内 容

名 糖 運 輸 株 式 会 社 2,176百万円 100％ 一般貨物自動車運送事業
物流センター管理業務

株式会社ヒューテックノオリン 1,217百万円 100％ 低温食品の保管と共同配送事業
配送センターの運営ならびに店舗配送事業

株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービス 80百万円 100％ 保険代理店業
不動産業

(３)事業年度末日における特定完全子会社の状況
特 定 完 全 子 会 社 の 名 称 名糖運輸株式会社 株式会社ヒューテックノオリン

特 定 完 全 子 会 社 の 住 所 東京都新宿区若松町３３番８号 東京都新宿区若松町３３番８号
当社及び当社の完全子会社における
特定完全子会社の株式の帳簿価額 7,112百万円 18,174百万円

当 社 の 総 資 産 額 41,795百万円
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７．主要な事業内容（2020年３月31日現在）

Ｔ Ｃ 事 業

通過型センター事業：365日24時間体制で、主にチルド食品を中心とした低温食
品のセンター業務及び輸配送を行う事業。

(１)低温食品の共同配送事業
全国の各要衝に展開する流通型冷蔵倉庫において、食品メーカー等から受託し
たチルド食品や飲料等の共同配送業務を行っております。

(２)配送センター運営ならびに店舗配送事業
コンビニエンスストアや量販店、共同仕入機構、生活協同組合等の配送センタ
ー業務ならびに店舗配送を行っております。

Ｄ Ｃ 事 業

保管在庫型物流事業：主に低温食品の保管・荷役及び輸配送を一体的に行う事業。

全国の各要衝に展開する流通型冷凍・冷蔵倉庫において、低温食品の共同保管・荷
役及び輸入冷凍食品の保税業務を行い、併せて共同配送の機能を活かし、納品先へ
24時間以内でお届けするコールドチェーン物流を構築しております。

そ の 他

(１)警備輸送業

(２)病院等関連物流業

(３)人材派遣業

(４)保険代理店業等
（注）１．ＴＣ事業とは、Transfer Centerの頭文字をとって表記しております。

２．ＤＣ事業とは、Distribution Centerの頭文字をとって表記しております。
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８．主要な事業所（2020年３月31日現在）
(１)当社
本社 東京都新宿区若松町33番８号

　
(２)子会社

会 社 名 所 在 地

名糖運輸株式会社 東京都新宿区若松町33番８号

株式会社ヒューテックノオリン 東京都新宿区若松町33番８号

株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービス 東京都新宿区若松町33番８号
　

９．従業員の状況（2020年３月31日現在）
(１)企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

5,150（6,526）名 278名増（260名減）

（注）従業員数は就業員数であり、臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
　
(２)当社の従業員の状況
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

163（９）名 ９名減（－名） 40.3歳 ３年３ヵ月

（注）１．従業員数は全て名糖運輸株式会社及び株式会社ヒューテックノオリンからの出向者であります。
２．従業員数は就業員数であり、臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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10．主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

農 林 中 央 金 庫 4,299百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,550百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,770百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,100百万円

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 625百万円

11．その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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Ⅱ．会社の株式に関する事項
１．株式の状況（2020年３月31日現在）
(１) 発行可能株式総数 100,000,000株
(２) 発行済株式の総数 25,690,766株（自己株式233,591株を含む。）
(３) 株主数 8,739名
(４) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

マ ル ハ ニ チ ロ 株 式 会 社 2,018千株 7.92％

協 同 乳 業 株 式 会 社 1,491千株 5.86％

農 林 中 央 金 庫 1,243千株 4.88％

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 1,231千株 4.83％

ＢＢＨ ＦＯＲ ＦＩＤＥＬＩＴＹ ＬＯＷ－ＰＲＩＣＥＤ ＳＴＯＣＫ ＦＵＮＤ 1,079千株 4.24％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,010千株 3.97％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 982千株 3.86％

Ｃ ＆ Ｆ ロ ジ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 従 業 員 持 株 会 870千株 3.42％

Ｃ ＆ Ｆ ロ ジ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 取 引 先 持 株 会 802千株 3.15％

Ｊ Ａ 三 井 リ ー ス 株 式 会 社 746千株 2.93％

（注）１．持株比率は自己株式（233,591株）を控除して計算しております。
２．持株数は千株未満、持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　
２．新株予約権等の状況

該当する事項はありません。
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Ⅲ．会社役員の状況
１．取締役の状況（2020年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 林 原 国 雄 名糖運輸株式会社代表取締役社長

代 表 取 締 役 副 社 長 綾 宏 將 営業担当
株式会社ヒューテックノオリン代表取締役社長

取 締 役 相 談 役 松 田 靫 夫

専 務 取 締 役 武 藤 彰 宏 経営企画・管理担当
経営企画部長

常 務 取 締 役 道 田 和 宏 内部統制担当
品質管理部長

常 務 取 締 役 酒 光 修 史 施設担当
施設企画部長

取 締 役 坂 内 茂 昭 管理本部長

取 締 役 小 澤 渉

取 締 役 水 谷 彰 宏

取締役（常勤監査等委員） 杉 田 健 一
名糖運輸株式会社監査役
株式会社ヒューテックノオリン監査役
株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービス監査役

取 締 役 （監 査 等 委 員） 髙 木 伸 行
株式会社ロッテ顧問
中野冷機株式会社社外取締役
株式会社エラン社外取締役（監査等委員）

取 締 役 （監 査 等 委 員） 舘 充 保
弁護士職務上の氏名 髙村充保

設楽・阪本法律事務所弁護士
株式会社コープミート監査役
全農エネルギー株式会社社外監査役

取 締 役 （監 査 等 委 員） 鳥 羽 史 郎

鳥羽公認会計士事務所所長
株式会社みのり会計代表取締役
株式会社マジェスティック取締役
ケネディクス・オフィス投資法人監督役員
株式会社キーストーン・パートナース取締役

　

（注）１．当社は2019年６月26日開催の第４回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に
移行しております。当該移行に伴い、監査役宮崎博史、杉田健一、髙木伸行及び舘充保の四氏は任期
満了により退任し、この内、杉田健一、髙木伸行及び舘充保の三氏が取締役（監査等委員）に就任い
たしました。
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　 ２．2019年６月26日開催の第４回定時株主総会において、取締役坂内茂昭及び取締役（監査等委員）鳥
羽史郎の両氏が新たに選任され、就任いたしました。

　 ３．取締役小澤渉、水谷彰宏、取締役（監査等委員）杉田健一、髙木伸行、舘充保及び鳥羽史郎の六氏は
社外取締役であります。

　 ４．取締役（監査等委員）杉田健一氏は金融機関における長年の経験があり、財務に関する相当程度の知
見を有するものであります。取締役（監査等委員）髙木伸行氏は証券会社における長年の経験があ
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。取締役（監査等委員）舘充保氏
は弁護士としての専門的な知識・経験を有するものであります。取締役（監査等委員）鳥羽史郎氏は
公認会計士としての専門的な知識・経験を有するものであります。

　 ５．当社は、取締役小澤渉、水谷彰宏、取締役（監査等委員）髙木伸行、舘充保及び鳥羽史郎の五氏を東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

　 ６．監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集及び
重要な社内会議における情報共有ならびに監査室、内部統制部との十分な連携を可能とすべく、杉田
健一氏を常勤の監査等委員として選定しております。

２．責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役であります取締役小澤渉、水谷彰宏、取締役（監査等委員）杉田健一、

髙木伸行、舘充保及び鳥羽史郎の六氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

３．取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

９名
（２名）

215百万円
（10百万円）

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

４名
（４名）

24百万円
（24百万円）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

４名
（３名）

８百万円
（５百万円）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

17名
（９名）

248百万円
（40百万円）

（注）１．上記には、2019年６月26日開催の第４回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した監
査役１名を含んでおります。なお、当社は、2019年６月26日に監査役会設置会社から監査等委員会
設置会社に移行したことから、監査役への報酬は当該移行前の期間にかかるものであり、取締役（監
査等委員）への報酬は当該移行後の期間にかかるものであります。

　 ２．取締役（監査等委員を除く）及び取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2019年６月26日開催の第
４回定時株主総会において、それぞれ、取締役（監査等委員を除く）報酬が年額400百万円以内
（内、社外取締役分30百万円以内）、取締役（監査等委員）報酬が年額60百万円以内とご承認いただ
いております。
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　 ３．監査等委員会設置会社移行前の取締役及び監査役の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第１回定
時株主総会において、それぞれ、取締役報酬が年額300百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給
与を含まない。）、監査役報酬が年額60百万円以内とご承認いただいております。

　 ４．上記報酬等の額には使用人兼取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　 ５．上記報酬等の額のほかに当社社外役員が当事業年度に当社子会社から受けた役員報酬はありません。
　 ６．支給額には、当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額44百万円を含んでおります。

４．社外役員に関する事項
(１)他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係
①取締役（監査等委員）杉田健一氏が兼職しております名糖運輸株式会社、株式会社ヒュー
テックノオリン及び株式会社Ｃ＆Ｆサポートサービスは、当社の子会社であります。
②取締役（監査等委員）髙木伸行氏は、株式会社ロッテの顧問、中野冷機株式会社の社外取
締役、株式会社エランの社外取締役（監査等委員）であります。当社と上記兼職先との間
に特別の関係はありません。
③取締役（監査等委員）舘充保氏は、設楽・阪本法律事務所の弁護士であり、株式会社コー
プミートの監査役、全農エネルギー株式会社の社外監査役であります。当社と上記兼職先
との間に特別の関係はありません。
④取締役（監査等委員）鳥羽史郎氏は、鳥羽公認会計士事務所の所長であり、株式会社みの
り会計の代表取締役、株式会社マジェスティックの取締役、ケネディクス・オフィス投資
法人の監督役員、株式会社キーストーン・パートナースの取締役であります。当社と上記
兼職先との間に特別の関係はありません。
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(２)当事業年度における主な活動状況
①取締役会、監査等委員会及び監査役会への出席状況

区分 氏名
取締役会（16回開催） 監査等委員会（11回開催）

監査役会（２回開催）
出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役
小 澤 渉 16回 100％ ― ―

水 谷 彰 宏 16回 100％ ― ―

取 締 役
（監査等委員）

杉 田 健 一 12回 100％ 11回 100％

髙 木 伸 行 12回 100％ 11回 100％

舘 充 保 12回 100％ 11回 100％

鳥 羽 史 郎 12回 100％ 11回 100％

監査役

杉 田 健 一 ４回 100％ ２回 100％

髙 木 伸 行 ４回 100％ ２回 100％

舘 充 保 ４回 100％ ２回 100％
（注）１．当社は2019年６月26日開催の第４回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に

移行しております。当該移行に伴い、監査役杉田健一、髙木伸行及び舘充保の三氏は任期満了により
退任し、同日付で取締役（監査等委員）に就任しております。

　 ２．取締役（監査等委員）鳥羽史郎氏は2019年６月26日の就任以降全ての取締役会、監査等委員会に出
席しております。
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②取締役会、監査等委員会及び監査役会における発言状況
・取締役小澤渉氏は、豊富な企業経営の経験と高い見識に基づき適宜発言し、議案審議の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
・取締役水谷彰宏氏は、豊富な企業経営の経験と高い見識に基づき適宜発言し、議案審議の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
・取締役（監査等委員）杉田健一氏は、金融機関での経験で培った財務・会計に関する豊富
な知見に基づき適宜発言し、議案審議の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行い、またコンプライアンス、ガバナンス等に対する意見を述べております。
・取締役（監査等委員）髙木伸行氏は、証券会社でのさまざまな職務で培った経験、見識に
基づき適宜発言し、議案審議の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
行い、またコンプライアンス、ガバナンス等に対する意見を述べております。
・取締役（監査等委員）舘充保氏は、弁護士として法律に関する専門的見地に基づき適宜発
言し、議案審議の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行い、またコ
ンプライアンス、ガバナンス等に対する意見を述べております。
・取締役（監査等委員）鳥羽史郎氏は、公認会計士としての財務・会計の専門的見地に基づ
き適宜発言し、議案審議の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行
い、またコンプライアンス、ガバナンス等に対する意見を述べております。
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Ⅳ．会計監査人の状況
１. 会計監査人の名称
EY新日本有限責任監査法人

　
２. 報酬等の額

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 54百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について会
社法第399条第１項及び第３項の同意を行っております。

　
３. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任した旨及び解任の理由を解任後最初に招
集される株主総会において報告いたします。
また、当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を勘案して
会計監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解
任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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Ⅴ．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況
　 当社は2019年６月26日開催の第４回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設
置会社に移行したことに伴い、同日開催の取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制の整
備に関する基本方針（内部統制基本方針）を改定する決議をいたしました。

　 改定後の当該基本方針の概要は以下のとおりであります。
１．基本方針
　 当社及び子会社からなる企業集団（以下、「当社グループ」という。）は業務の適正性、有

効性及び効率性を確保し、企業価値の維持・増大につなげ、社会的信用の確保と食品物流機
能と品質の更なる拡充による業績向上を図ることを目的に、内部統制システムを整備し、運
用することが経営上の重要な課題と考えております。当社グループは、全役職員及び当社グ
ループの事業所に駐在し勤務する者を対象に、以下の基本方針を柱に、内部統制システムの
構築を図ってまいります。

　 (１)取締役ならびに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制

　 ①当社は、「取締役会規程」に基づき、毎月定期的に取締役会を開催し、取締役間の意思
疎通を図るとともに、相互の業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止して
おります。

　 ②当社は、当社グループの全役職員が遵守すべき行動の規範として「倫理行動規範」を定
め周知徹底を図っております。

　 ③当社は、当社グループの役職員等が社内において法令・規程等に違反する行為、または
行われようとしている場合、それに気づいた者は内部通報委員会事務局に通報する「内
部通報制度」を構築しております。また、内部通報の内容は速やかに監査等委員会に報
告する体制を構築しております。

　 ④当社は、業務執行部門から独立した監査室による当社グループの内部監査を実施し、法
令・内部規程の遵守状況をチェックする「内部監査制度」を構築しております。

　 (２)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　 ①当社は、法令や社内規程に基づき、取締役会議事録をはじめとする重要な会議の議事録

や稟議書等の文書等の保存を行っております。
　 ②電磁的記録につきましては、「情報セキュリティーポリシー」を制定し取り扱いガイド

ラインを明確にしております。
　 ③取締役が、これらの情報を閲覧できる体制を構築しております。

2020年05月25日 18時12分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 29 ―

　 (３)当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　 ①当社は、社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理に関する体

制、方針を決定するとともに、グループ各部署のリスク管理体制を評価し、必要な改善
を行っております。

　 ②各部署の事業運営に付随する各種のリスクを把握・評価し、リスクの回避・軽減に関す
る諸規程を整備しております。

　 ③当社または子会社において重大なリスクが発生し、もしくは発生しそうな場合、社長を
本部長とした「緊急対策本部」がその対策にあたるものとしております。

　 ④子会社において、不正の行為または法令、定款、もしくは社内規程に違反する重大な事
実、その他リスク管理上懸念のある事実が発見された場合、子会社取締役は、これを当
社取締役及び監査等委員会に報告するものとしております。

　 (４)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　 ①取締役の職務の執行が効率的に実施されることを確保するために、取締役会を毎月開催

し、重要事項の決定ならびに取締役（監査等委員であるものを除く。）の業務執行状況
の監督等を行っております。

　 ②稟議決裁規程に定める職務権限表に則り、グループ各社の重要な稟議事項は当社で決裁
いたします。なお、取締役会決議事項以外の事案については、経営会議において決定し
ております。

　 (５)当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制
　 ①当社グループの経営状態については定期的に開催する「業績報告会」において、グルー

プ各社から報告を受けることとしております。
　 ②当社は、子会社における意思決定について、子会社の取締役会規程、職務権限規程その

他の各種規程に基づき、子会社における業務執行者の権限と責任を明らかにさせ、組織
的かつ効率的な業務執行が行われるように指導しております。

　 ③当社は、コンプライアンス、運輸安全等に対する教育をグループ各社にて行っておりま
す。

　 ④当社監査室が各部署及び子会社各社の業務監査を実施し、その状況及び結果については
重要度に応じ当社取締役会等に報告するものとし、これを受けて当社は子会社各社の職
務執行の方法につき指導及び支援を行っております。
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　 (６)監査等委員の職務を補助する使用人及びその独立性と指示の実効性の確保に関する事
項

　 ①監査等委員である取締役の業務補助のために必要に応じて監査等委員会事務局を設置い
たします。当該補助員の人事については、都度、取締役（監査等委員であるものを除
く。）と監査等委員である取締役が協議することといたします。

　 ②監査等委員会事務局の独立性を確保するため、当該監査等委員会事務局スタッフの任
命、異動等人事にかかわる事項については監査等委員会の事前の同意を得るものとし、
人事考課についても監査等委員会が行います。

　 (７)監査等委員会への報告体制及びその他監査等委員会監査が実効的に行われることを確
保するための体制

　 ①当社グループの取締役及び使用人は、会社に重大な損害を与えるおそれがある事実があ
ることを発見したときは、速やかに当社監査等委員会に報告しなければなりません。ま
た、報告者に対し、不利益な取り扱いをすることを禁止しております。

　 ②監査等委員である取締役は、取締役会のほか経営会議等の重要な会議に出席し、必要に
応じて意見を述べることとしております。

　 ③監査等委員である取締役は、各種稟議書やその他業務執行に関する文書等を閲覧し、必
要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）または使用人から説明を求める
こととしております。

　 ④内部通報があった場合には、「内部通報制度」に基づき、速やかに監査等委員会へ報告
することとしております。

　 (８)監査費用等の処理に係る方針に関する事項
　 監査等委員会は、独立した立場での監査活動を確保するため、必要に応じ、弁護士等

外部の専門家を利用することができ、その費用は会社に請求することができるものとし
ます。

　 (９)反社会的勢力排除に向けた体制
　 ①市民社会の安全や秩序に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当要求

事案等の発生時は、総務部を対応総括部署とし、情報を一元的に管理・蓄積し、弁護
士、所轄警察署等関係機関と連携し、毅然とした態度で対応いたします。

　 ②事案の発生を防止するため、定期的な研修活動の実施、対応マニュアルの整備を進め、
平素から所轄警察署との情報交換を行い、密接な関係を構築いたします。

　 ③日常の商行為の中で取り交わされる契約書及び取引約款等の条文中に、反社会的勢力排
除に関する記述を必ず盛り込むことといたします。
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　 (10)財務報告の信頼性を確保するための体制
　 金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適正な提出に向けた内部統制シス

テムの構築を行い、別に定める「財務報告に係る内部統制評価の実施基準」に基づき、
その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行いま
す。

２．業務の適正性を確保するための体制の運用状況
　 (１)内部統制システム全般
　 当社監査室はグループ各事業所を巡回し、内部統制システムの整備・運用状況につい

てモニタリングを実施しており、その結果に基づき改善を進めております。また、金融
商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の有効性の評価」は、子会社も含め当社
内部統制部が評価を実施しております。

(２)内部通報制度
　 内部通報制度は、社内通報窓口だけでなく社外通報窓口を設け、当社グループ従業員
が通報し易い体制を構築しております。

(３)グループ会社経営管理
　 子会社の経営状況については、定期的に開催する業績に関する報告会等において、グ

ループ子会社から報告を受けております。また、当社取締役は、子会社の取締役会・経
営会議等の主要な会議に出席し、重要な意思決定を確認するとともに、内部統制の整
備・運用状況について改善指導を行っております。なお、稟議規程に則りグループ各社
の重要稟議事項は当社で決裁しております。

(４)取締役の職務執行
　 当社は取締役会を毎月開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督

を行っております。また、取締役会規程及び稟議規程に則り、取締役会決議事項以外の
事案については、経営会議において決定しております。当事業年度におきましては、取
締役会を16回、経営会議を15回開催しております。

(５)監査等委員会の監査
　 当社は常勤の監査等委員を選定し、取締役会や経営会議等の重要な会議及び子会社の

取締役会、経営会議、業績に関する報告会等の重要な会議への出席、稟議書・報告書等
重要文書閲覧を通じて、当社グループの経営状態や内部統制の整備、運用状況について
確認するとともに、会計監査人、監査室等と情報交換を行い、連携を保ちながら監査の
実効性を確保しております。その内容については適宜、監査等委員会で報告を行ってお
ります。
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(６)指名委員会、報酬委員会の設置
当社は取締役の選任プロセスの透明性ならびに客観性を確保し、代表取締役に人事権
が集中することへの回避を目的とする任意の「指名委員会」と、当社の役員報酬の決定
プロセスの透明性及び客観性の確保ならびに役員報酬体系の基本方針の決定と妥当性の
確保等を目的とする任意の「報酬委員会」を設置しております。なお、その構成は社外
取締役が過半数を占めており、両委員会ともに代表取締役、上席役付取締役、独立役員
である社外取締役と定め、委員長は社外取締役が務めております。当事業年度におきま
しては、指名委員会を１回、報酬委員会を６回開催しております。

３．剰余金の配当等の決定に関する方針
　 当社は、株主の皆さまに対する利益還元策を経営の重要課題として認識しており、安定配
当を基本としつつ、各期における業績等を勘案したうえで配当金額の上乗せを検討してまい
ります。また、内部留保金につきましては、更なる業容拡大を図るために必要となる物流施
設等の大型設備投資及び財務体質強化のための原資として充当する予定です。

　 当期の配当につきましては、１株当たり年間配当金額22円（中間配当11円、期末配当11
円）を予定しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,029

7,342

11,077

264

1,350

△5

62,089

52,028

18,111

4,055

20,496

8,124

1,061

179

662

9,398

3,771

97

3,058

2,485

△14

流 動 負 債 16,719
営 業 未 払 金 4,300
一年内返済予定の長期借入金 2,175
リ ー ス 債 務 1,777
未 払 法 人 税 等 1,350
賞 与 引 当 金 2,046
役 員 賞 与 引 当 金 67
設 備 関 係 支 払 手 形 208
そ の 他 4,792
固 定 負 債 24,901
長 期 借 入 金 8,468
リ ー ス 債 務 6,899
繰 延 税 金 負 債 236
再評価に係る繰延税金負債 404
退 職 給 付 に 係 る 負 債 6,741
資 産 除 去 債 務 1,741
そ の 他 410
負 債 合 計 41,621
( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 39,739
資 本 金 4,000
資 本 剰 余 金 5,625
利 益 剰 余 金 30,403
自 己 株 式 △288
その他の包括利益累計額 93
その他有価証券評価差額金 506
土 地 再 評 価 差 額 金 △267
為 替 換 算 調 整 勘 定 △52
退職給付に係る調整累計額 △93
非 支 配 株 主 持 分 664
純 資 産 合 計 40,497

資 産 合 計 82,119 負 債 ・ 純 資 産 合 計 82,119
　
（注） 記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（ 2019年４月１日から

2020年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
営 業 収 益 110,676
営 業 原 価 101,696

営 業 総 利 益 8,979
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,122

営 業 利 益 4,856
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 66
受 取 保 険 返 戻 金 27
受 取 賃 貸 料 103
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 82
そ の 他 237 516

営 業 外 費 用
支 払 利 息 242
リ ー ス 解 約 損 22
為 替 差 損 30
そ の 他 49 344
経 常 利 益 5,029

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 50 50

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 8 8

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,071
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,953
法 人 税 等 調 整 額 △330 1,623
当 期 純 利 益 3,448
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 15
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,432

　

（注） 記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。
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貸 借 対 照 表
　

（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 金

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

7,542

2,764

171

17

4,172

416

34,253

81

39

38

3

61

34,109

25,504

8,459

58

87

流 動 負 債 2,552
営 業 未 払 金 147
一年内返済予定の長期借入金 2,172
リ ー ス 債 務 8
未 払 費 用 25
未 払 法 人 税 等 3
前 受 金 3
預 り 金 5
賞 与 引 当 金 104
役 員 賞 与 引 当 金 44
そ の 他
固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務

35
8,519
8,459
36
23

負 債 合 計 11,071
( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金
自 己 株 式

30,724
4,000
21,467
1,000
20,467
5,604
5,604
5,604
△347

純 資 産 合 計 30,724
資 産 合 計 41,795 負 債 ・ 純 資 産 合 計 41,795
（注） 記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。
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損 益 計 算 書
（2019年４月１日から

2020年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 益
受 取 配 当 金 収 入 1,894
経 営 指 導 料 収 入 660
業 務 受 託 料 収 入 1,176
そ の 他 収 入 28 3,759

営 業 原 価 51
営 業 総 利 益 3,707
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,010
営 業 利 益 1,697
営 業 外 収 益
受 取 利 息 140
そ の 他 4 144

営 業 外 費 用
支 払 利 息 74

そ の 他 1 76

経 常 利 益 1,765

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0
税 引 前 当 期 純 利 益 1,765
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3
法 人 税 等 調 整 額 △18 △15
当 期 純 利 益 1,780

（注） 記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
２０２０年５月２２日

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス
取 締 役 会 御中

Ｅ Ｙ 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 辺 力 夫 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 林 礼 子 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングスの２０１

９年４月１日から２０２０年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

２０２０年５月２２日
株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス
取 締 役 会 御中

Ｅ Ｙ 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 辺 力 夫 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 林 礼 子 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングスの
２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日までの第５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第５期事業年度におけ
る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報
告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取
締役会決議の内容ならびに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しま
した。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携
の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事務所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2020年５月25日

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス 監査等委員会

常勤監査等委員 杉 田 健 一 ㊞
監査等委員 髙 木 伸 行 ㊞
監査等委員 舘 充 保 ㊞
監査等委員 鳥 羽 史 郎 ㊞

(注)監査等委員杉田健一、髙木伸行、舘充保及び鳥羽史郎は、会社法第２条第15号及び第331条
第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

第５回定時株主総会会場ご案内図

会 場 〒102-8130 東京都千代田区飯田橋三丁目10番８号
ホテルメトロポリタン エドモント 本館２階「悠久」

電 話 03-3237-1111（代表）
交 通 ・ＪＲ飯田橋駅東口／ＪＲ水道橋駅西口より徒歩約５分

・地下鉄東西線 飯田橋駅A5出口より徒歩約２分

総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、予めご了承いただきますようお願い申しあげます。
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